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森林整備業務の委託契約に係る競争入札参加者の 
         資格審査に関する要綱 
 
                                                           １ ８ 森 第 ６ １ １ 号 

平成１８年６月２７日 
                                           最終改正   ６ 森 第 ３ ７ ２ １ 号 
                             令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 
 
   第１章 総則 
 
 （趣旨） 
第１条 この要綱は、福島県財務規則（昭和３９年福島県規則第１７号）第２９６条第２

項の規定に基づき、福島県を発注者として、競争入札の方法により森林整備に関する業

務（以下「森林整備業務」という。）の委託契約を締結しようとする場合における当該

競争入札に参加する者（以下「競争入札参加者」という。）に必要な資格（以下「入札

参加資格」という。）の審査について定めるものとする。 
 
 （競争入札参加者に必要な資格の基本的事項） 
第２条 森林整備業務の委託契約に係る入札参加資格及び審査に関する事項並びに資格審

査の申請書の提出の時期及び方法については、「競争入札の方法により森林整備業務の

委託契約を締結しようとする場合における当該競争入札に参加する者に必要な資格等を

定める件」（平成１８年福島県告示第５５１号。以下「県告示第５５１号」という。）

及びその都度告示するところによる。 
２ 県告示第５５１号第１の第６号の４の「知事が認める者」及び第７号の「知事が別に

定める者」とは、別表１に掲げる者をいう。 
 
   第２章 森林整備業務委託業者の資格審査 
 
 （申請書等の提出方法） 
第３条 森林整備業務の入札参加資格の審査を受けようとする者（以下「申請者」という。）

には、森林整備業務競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）及び添付書類を、次の

各号の区分により提出させるものとする。 
 (1) 福島県内に住所又は本店若しくは主たる事務所を有する者 農林事務所 
 (2) 福島県内に住所又は本店若しくは主たる事務所を有しない者 森林計画課 
２ 農林事務所長は、前項の提出を受けたときは、森林計画課長に進達する。 
  
（競争入札参加者資格審査委員会） 
第４条 農林水産部に、森林整備業務競争入札参加者資格審査委員会（以下「資格審査委

員会」という。）を置く。 
２ 資格審査委員会は、次の事項について調査審議する。 
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 (1) 県告示第５５１号に規定する入札参加資格の要件、資格の有効期間及び資格の審査

に関する事項 
 (2) 福島県森林整備業務等入札参加資格制限措置要綱（平成２０年３月２８日付け１９

森第９１７１号農林水産部長通知）別表第１及び第２に掲げる措置要件及び入札参加

資格制限措置に関すること。 
 (3) その他資格審査委員会の権限に属することとされた事項 
３ 資格審査委員会は、会長及び次に掲げる委員をもって組織する。 

農林総務課長、農林技術課長、森林計画課長、森林整備課長、林業振興課長、森林保

全課長 
４  会長は、農林水産部森林林業担当次長をもってこれに充てる。 
５ 会長は、会務を総理する。 
６ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名した委員がその

職務を代理する。 
７ 委員が事故又はやむを得ない事由により出席できないときは、当該委員の属する課の

主任主査以上の職にある職員のうちからあらかじめ会長が指名した者がその職務を代理

する。 
８ 資格審査委員会は、必要の都度会長が招集し、非公開とする。 
９ 資格審査委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
10 資格審査委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決

するところによる。 
11 会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見を聴取することがで

きる。 
12 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 
13 資格審査委員会の庶務は、森林計画課において処理する。 
 
 （資格審査及び認定） 
第５条 入札参加資格の事前の審査は、森林計画課長が行い、資格審査委員会の審議を経

たのち、知事の認定を受けるものとする。 
２ 前項の資格審査及び認定は、県告示第５５１号の第１に規定する資格の審査を受ける

ことができない者を除いて行うものとする。 
 
 （有資格者名簿への登録） 
第６条 森林計画課長は、申請者のうち、前条第１項の規定により、入札参加資格がある

と認定された者（以下「有資格者」という。）については、これを森林整備業務競争入

札参加有資格者名簿（以下「有資格者名簿」という。）に登録する。 
２ 有資格者名簿は、森林計画課長が管理し、副本を森林整備業務の契約事務を処理する

機関に置く。 
３ 有資格者名簿は、森林計画課のホームページに掲載し、公表するものとする。 
 
 （資格の喪失） 
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第７条 森林整備業務を所掌する本庁の課長又は公所長は、有資格者が県告示第５５１号

の第１の第１号又は第２号に該当することを知ったときは、速やかにその旨を森林計画

課長に報告しなければならない。 
２ 森林計画課長は、前項の報告を受けたときは、事実の確認後、有資格者名簿からその

者に係る記載を削除するとともに、速やかに森林整備業務競争入札参加資格喪失通知書

（第６号様式）により、その旨を有資格者名簿の副本を置く機関に通知するものとする。 
 
 （変更届の受理） 
第８条 有資格者は、県告示第５５１号の第８に規定する変更があったときは、速やかに、

森林整備業務競争入札参加資格審査申請書記載事項変更届（様式第７号）を農林事務所

長に提出しなければならない。 

２ 農林事務所長は、前項の提出を受けたときは、森林計画課長に進達する。 
３ 森林計画課長は、前項の進達を受けたときは、内容を確認のうえ有資格者名簿の記載

内容を変更するとともに、有資格者名簿の副本を置く機関に通知するものとする。 
 
   附 則  
 この要綱は、平成１８年６月２７日から施行する。ただし、この要綱に基づく指名競争

入札の対象となる業務は、平成１８年１０月１日以降に入札執行に係る決裁を受けたもの

とする。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成２４年４月６日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２７年１１月６日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、令和元年５月２８日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表１（第２条関係） 
 

１ 県告示第５５１号第１の第６号の４の「１から３までに掲げる者と同等の専門技術を
有する者として知事が認める者」とは次に掲げる者をいう。 

 
      区   分    

 
                     内    容 

技術士   技術士法(昭和５８年法律第２５号)第２条第１項の技術士であっ
て、森林部門に係る登録を受けた者 

林業普及指導員 
林業専門技術員 
林業改良指導員 

 森林法(昭和２６年法律第２４９号)第１８７条第３項の林業普
及指導員資格試験に合格した者又は森林法の一部を改正する法律
（平成１６年法律第２０号）附則第３条第１項の林業専門技術員資
格試験に合格した者若しくは同条第２項の林業改良指導員資格試
験に合格した者 

 林業技士 社団法人日本森林技術協会の登録を受け資格が有効である者 

 青年林業士 

 林業後継者育成対策等事業実施要領（昭和５８年４月４日付け
５８林野普第７８号）に規定する青年林業士として都道府県知事
の認定を受けた者 
（指導林家等実施要領（平成１２年４月１日付け１２林野普第５
３号林野庁長官通知）に規定する青年林業士として都道府県知事
の認定を受けた者） 

フォレストワーカー 
（林業作業士） 

フォレストリーダー 
（現場管理責任者） 
 フォレストマネージャー 
（統括現場管理責任者） 

「緑の雇用」現場技能者育成対策事業研修修了者名簿に登録され資
格が有効である者（上記に掲げる者のほか、基幹林業労働者研修を
修了し、公益社団法人福島県森林・林業・緑化協会の認定を受けた
者） 

そ 
の 
他 

１級造園施工管理技士 
２級造園施工管理技士 

 建設業法（昭和２４年５月２４日法律第１００号）第２７条に規
定する技術検定試験に合格した者 

１級造園技能士 
２級造園技能士 

職業能力開発促進法（昭和４４年７月１８日法律第６４号）第４
６条に規定する技能検定試験に合格した者 

 実務経験者（注） 
 
 

 公的機関（国、地方公共団体、森林整備法人及び国立研究開発法
人森林研究・整備機構森林総合研究所）から受託した森林整備業務
（道路・河川・公園の植栽維持及び下請を含む）において、管理業
務の実務経験を５年以上有する者（ただし、上記「その他」に記載
する者を専門技術者として受託した海岸地域の防災林造成地にお
ける植栽及び保育に係る事業（以下、海岸防災林造成地の植栽・保
育事業と言う。）における実務経験を除く。） 

 
※ただし、「その他」の資格は、海岸防災林造成地の植栽・保育事業の受注を希望する申請者
に限り、「その他森林整備業務（道路・河川・公園の植栽維持）」の実績を有し、建設業法に
定める「造園工事」の許可を受けている者とする。 
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２ 県告示第５５１号第１の第７号の「森林整備に係る技能を有する者として知事が別に定め
る者」とは次に掲げる者をいう。 

 
区 分 内  容 

 労働安全衛生法
（昭和４７年法律
第５７号）に基づ
き、右に掲げる免許
・講習・教育を受け
た者 
 
 
 
 
 
 
 

（１）刈払機作業に係る安全衛生教育 
（２）伐木等の業務に係る特別教育、チェンソー取扱の業務に  

係る特別教育 
（３）玉掛技能講習、玉掛けの業務に係る特別教育 
（４）はい作業主任者（技能講習） 
（５）クレーン運転士免許、クレーンの運転の業務に係る特別  
  教育、移動式クレーン運転士免許、小型移動式クレーン運  
  転技能講習、移動式クレーンの業務に係る特別教育 
（６）フォークリフト運転技能講習、フォークリフトの運転の  
  業務に係る特別教育 
（７）車両系建設機械運転技能講習、小型車両系建設機械の運  
  転の業務に係る特別教育 
（８）ショベルローダー等運転技能講習、ショベルローダー等  
  の運転の業務に係る特別教育 
（９）不整地運搬車技能講習、不整地運搬車の運転の業務に係  
  る特別教育 
（10）林業架線作業主任者（免許）、機械集材装置の運転の業務 
  に係る特別教育 
（11）地山の掘削作業主任者（技能講習） 

実務経験者（注）  森林整備業務における現場業務の実務経験を５年以上有する者 

 
注１ 実務経験期間の数え方は、当該業務に従事した月数が通算で１２か月あることをもって

１年とする。 
２ 実務経験期間は、登録を希望しない業務の従事期間を含めることができる。 

ただし、１に掲げる実務経験者については、登録を希望する業務の従事期間を有するこ
と。 


